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要旨：本研究では、看護職の福島第一原子力発電所事故後の放射線業務に関する現状と管理者の求める放射線
看護領域の人材像について明らかにすることを目的とする。対象は病床数が 300床以上の全国 430医療
機関に所属する看護管理者 430名および看護職 2,628名である。実施期間は、平成 24年 2～3月で、看
護管理者、看護職それぞれに放射線教育の実施状況、放射線業務への不安などを尋ねた。看護管理者の
結果では、看護職に対して放射線に関する専門性の卓越を望む管理者は 9割以上を占めたが、放射線に
関して経年別研修のプログラムに含めていたのは 19施設であった。看護職の結果では、知識の情報源
は医師、診療放射線技師が 6割で、放射線業務経験がない者はテレビ・ラジオなどから情報を得ている
ことがわかった。放射線業務は、X線検査への送迎や撮影室への入室は 8割が経験していた。管理者は
現場に放射線関連のスキルアップを求めているが研修実施率は低く、施設外での教育への期待が大き
かった。以上から放射線看護に関わる教育体制の検討が早急に必要と言える。

The purpose of this study was to clarify the level of nursing care expected by nursing managers in relation to 
radiological practices. Subjects comprised 430 nursing managers and 2,628 nurses working at 19 hospitals in Japan 
that had radiation programs and more than 300 beds. In February and March 2012, the nurses and managers 
completed questionnaires regarding occupational anxiety and the state of radiological education. Results showed 
that more than 90% of the nursing managers expected nurses to have an acceptable level of knowledge about 
radiation. In addition, 60% of the nurses indicated that they had obtained their knowledge about radiological 
practices from doctors and radiologic technologists, whereas the other 40% had acquired their knowledge from the 
mass media. About 80% of the nurses had experience in taking patients to and sitting in on X-ray examinations, and 
70% had adjusted a patient’s positioning during the examination. About 20% of the nurses reported having anxiety 
about nursing care after nuclear medicine scans. Although nursing managers expected nurses to have clinical 
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radiation expertise, hospitals only tended to offer workshops infrequently. Therefore, nurses must become familiar 
with radiological nursing during their undergraduate education. These results indicate that nurses working in the 
field of radiology should have access to adequate resources and continuing education.

Ⅰ．はじめに
医療における放射線の需要は、近年急速に伸び、
質的にも量的にも発展してきている 1, 2）。放射線診
療は放射線を用いた多様で高度な検査および治療を
含むものであり、多くの人々が恩恵を受けることが
できるようになった。さらに、放射線診療において
は、手術と比べ患者にとって低侵襲の治療であるこ
とから、がん治療の需要も高まり、心疾患や脳血管
疾患の検査や治療においてもますます発展していく
ものと推測される。一方、日本は、放射線治療施設
も多く 3）、診断における放射線利用頻度に至っては
世界一高く、医療被ばくも高い可能性があると指摘
されている 4）。放射線診療の高度化・拡大に伴っ
て、看護職に求められる役割も、被ばくに不安を抱
く対象者のみならず看護職へのリスクコミュニケー
ション、医療被ばく線量の決定の際の看護職による
倫理的調整、IVR、核医学検査等の過剰被ばくを考
慮した放射線診療の円滑な遂行への支援など高度
化・専門化している 2）。したがって、放射線診療の
場において、被ばくや防護に関する高度な専門的知
識・技術を有し、自らが放射線看護の実践者として
活動するとともに、教育・相談活動ならびに倫理的
課題の調整等ができる看護職が必要不可欠である。
また、放射線診療を受ける対象者や家族は、様々
な不安を抱き、ときには緊張した状態にあり、有害
反応による苦痛を経験することもある。このような
とき、対象者の日常生活行動の状況を把握している
看護職は、対象者に応じた説明を行い、必要なケア
を提供することが責務となる。それにも放射線診療
に関する専門的知識が必要となる。しかし、看護職
の中にも被ばくの恐れ・不安をもち、そのことがと
きとしてケアにも影響し、放射線診療の円滑な遂行
の妨げとなっている 5, 6）。さらには、看護職がもつ
被ばくの恐れや不安が勤務ストレスにつながってい
る 7）。看護職は過剰に不安を抱えたまま、対象者の
ケアにあたっているなど、専門的知識の不足により
適切な看護が提供されていない現状があることは否
めない。以上のような実情から放射線診療に携わる
看護職の放射線に関する専門的知識技術の向上を図
ることは喫緊の課題である。この問題は、平成 23

年 3月に発生した東日本大震災に伴う福島第一原子
力発電所（以下、福島原発）の事故によって顕著と
なった。この災害による医療関係者への心理的影響
が大きいことが推察できるが、実際に不安があるの
か、放射線に関する知識習得状況はどうか、そして
学習ニーズはどうか、放射線業務に関わる専門職の
必要性があるのか、看護職の現状に関する事故後の
調査報告は非常に少ない。

Ⅱ．目的
本研究では、看護職の福島原発事故後の放射線業
務に関する現状と放射線領域の専門分野の学習ニー
ズ、また看護管理者の看護職に求める放射線領域の
人材像について明らかにすることを目的とする。

Ⅲ．方法
1． 対象
病床数が 300床以上の全国 430医療機関に所属す
る看護部長もしくは教育担当副看護部長 430名（以
下、看護管理者）および臨床看護職（以下、看護職）
2,628名である。

2． 実施期間
平成 24年 2月中旬～3月下旬

3． 実施方法
医療施設の選定は、緊急被ばく医療機関 100機関
に加え、全国を北海道、東北、関東、中部、近畿、
中国・四国、九州の 7ブロックに分け、それらブ
ロック間の医療施設の割合に基づき各ブロックの医
療施設数を決め、がん連携診療拠点病院とがん連携
診療拠点病院ではない病院、原発立地県とそれ以外
の県の医療施設が半数になるようにランダムに選定
した。各施設の看護管理者 1名に質問紙の回答を求
め、返信用封筒にて直接投函するように依頼した。
また看護職については、看護部長に放射線業務に従
事する看護職および従事しない看護職をそれぞれ
3名ずつ選択してもらい、質問紙および返信用封筒
を渡すよう依頼した。



12 日本放射線看護学会誌 VOL.3 NO.1 2015

4． 質問項目
1）看護管理者への質問項目
施設規模、看護体制、病床数、がん診療連携拠点
病院や緊急被ばく医療施設の有無、放射線に関する
教育・研修実施状況、放射線看護に携わる専門職種
の有無、各施設での看護職の放射線看護の資質に関
する考えなどである。
2）看護職への質問項目
看護職経験年数、学歴、放射線業務経験の有無、
在住都道府県、放射線への不安、放射線領域の知識
の難しさ、人体への影響についての理解、放射線領
域の学びへの興味、放射線に関する情報源、放射線
被ばくの不安がある放射線関連業務、患者からの放
射線被ばくに関する相談の有無、福島原発事故の重
大性、放射線領域の専門看護師へのキャリアアップ
の希望などである。

5． 分析方法
統計解析には IBM SPSS（ver19.0）を用いた。放
射線関連部署での勤務経験がある看護職と経験のな
い看護職での知識や不安のある業務についての回答
割合についてχ2検定を行った。有意水準は危険率
5%未満とした。

6． 倫理的配慮
本研究は弘前大学大学院医学研究科倫理委員会に
て審議され、承認を得ている。研究趣旨、倫理的配
慮（本研究以外でデータ使用がないこと、プライバ
シー配慮に関する保障、研究参加離脱の自由）につ
いて書面にて説明し、無記名かつ施設の特定などが
できない質問紙の返信をもって同意が得られたもの
とした。

Ⅳ．結果
1． 看護管理者の回答結果
1）看護管理者の所属する施設特性
看護管理者への調査結果を表 1に示す。有効回答
は 108名（有効回答率 25.1%）で、そのうち、国立・
公的医療機関が 73名（67.6%）であった。施設の
看護職配置は 7 : 1が 78名（72.2%）で大半を占め、
病床数は 200～399床 33 （30.6%）、 400～599床 35 
（32.4%）、600床以上が 35 （32.4%）であった。放射
線治療設備があると答えたのは 82名（75.9%）で、
がん連携診療拠点病院の者は 69名（63.9%）であっ

た。被ばく医療機関については、初期被ばく医療機
関 19名（17.6%）、二次被ばく医療機関 12名（11.1%）、
三次被ばく医療機関 2名（1.9%）であった。認定看
護師にがん放射線療法看護があるのを知っていたの
は 99名（91.7%）であった。
また、看護職に対して毎年特定の医療放射線の研
修を実施していたと答えたのが 21名（19.4%）、数
年に 1回研修を行っていたと答えたのが 22名
（20.4%）、知識が必要な人には外部の研修に参加さ
せていたと答えたのが 61名（56.5%）、関連部署に
任せていると答えたのは 9名（8.3%）、特に研修な
ど行っていなかったと答えたのは 16名（14.8%）
であった。スタッフに緊急被ばく医療研修を受講す
るように勧めていたのは 42名（38.9%）だった。
2）看護管理者の看護スタッフに求めること
放射線についての教育や看護スタッフに備えてほ
しい内容については図 1に示す。非常に思う、ある
程度思うとした者を合わせた場合、最も多くの管理
者が答えたのは、放射性物質による汚染がある患者
の看護について理解してほしい 107名（99%）、看
護者自身が放射線に対して過度な不安がないように
してほしい 105名（97.2%）、次いで、放射線を用
いる検査を理解してほしい 104名（96.3%）、被ばく
した患者の看護を理解してほしい 104名（96.3%）、
放射線治療について理解してほしい 103名（95.4%）
だった。放射線の基礎的知識に関する系統的教育が
非常に必要もしくはある程度必要とした者は 101名
（93.5%）、核医学検査を受けた患者の看護や管理に
ついての理解を望む者 101名（93.5%）であった。
看護基礎教育で放射線に関する専門的な基礎知識を
学ぶ機会があるといいと考える者は 100名（92.6%）、
一般の人の放射線に対する不安を理解し、説明や相
談ができる看護職がいてほしい者は100名（92.6%）
であった。放射線治療を受ける患者の看護、有害事
象の対策等の理解を望む者は 98名（90.7%）であっ
た。被ばく時の除染の知識や技術を身につけた人材
を望む者は 97名（89.8%）、看護職からの放射線に
関する教育や相談ができる看護職を望む者は 96名
（88.9%）、放射線看護に関する教育をマネジメント
できる人材を望む者は 93名（86.1%）、法的規制に
ついて理解した看護職を望む者は 88名（81.5%）、
被ばく医療の訓練や実践をマネジメントできる看護
職を望む者は 83名（76.9%）であった。放射線に
関する教育の必要性、治療や検査の理解、それらの
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看護の理解のある看護職を望む管理者が大半を占め
た。加えて、放射線看護に関する高度実践を行える
専門看護師の必要性についての回答を表 1に示す。

非常に必要、ある程度必要を含めて 8割以上の管理
者は専門看護師が必要であると答えた。実際に、専
門看護師育成コースに受講させるかについては、受

表 1．看護管理者の施設背景と教育環境
 （n＝108）

項目 細項目 人数 （%）

設置主体 国立 23 21.3
公的機関 50 46.3
社会保険 4 3.7
医療法人 13 12.0
個人 1 0.9
不明 17 15.7

看護体制  7 : 1 78 72.2
10 : 1 21 19.4
13 : 1 2 1.9
15 : 1 4 3.7
20 : 1 3 2.8

病床数 200～399床 33 30.6
400～599床 35 32.4
600床以上 35 32.4
不明 5 4.6

放射線治療 治療施設である（入院有） 77 71.3
治療施設である（入院なし） 5 4.6
治療はしていない 26 24.1

がん診療連携拠点病院 がん連携診療拠点病院 34 31.5
地域がん連携診療拠点病院 35 32.4
がん連携診療拠点病院ではない 39 36.1

緊急被ばく医療機関 初期被ばく医療機関 19 17.6
二次被ばく医療機関 12 11.1
三次被ばく医療機関 2 1.9
被ばく医療機関ではない 64 59.3
不明 11 10.2

がん放射線療法看護認定看護師 がん放射線療法看護認定看護師を知っている 99 91.7
がん放射線療法看護認定看護師を知らない 9 8.3

がん放射線療法看護認定看護師がいるか いる 15 13.9
いない 88 81.5
研修中 5 4.6

放射線に関する教育の継続教育の現状（複数回答） 経年別研修に含めている 19 17.6
特定の放射線の知識について、毎年全看護職を対象 21 19.4
特定の放射線の知識について数年に 1回 22 20.4
知識が必要な人には外部の研修にいってもらう 61 56.5
関連部署に任せる 9 8.3
特にない 16 14.8
その他 11 10.2

緊急被ばく医療の研修 スタッフに勧めている 42 38.9

放射線領域における専門看護師の必要性 非常に必要 17 15.7
ある程度は必要 75 69.4
あまり必要ない 6 5.6
不明 10 9.3

専門看護師コースの受講 受講させる 29 26.9
遠隔地でも受講できるのであれば許可する　 24 22.2
施設に必要であるため、該当者に勧めたい 12 11.1
必要がないので勧めない 33 30.6
不明 10 9.3
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講させる 29名（26.9%）、遠隔地でも受講できるの
であれば許可する 24名（22.2%）、施設に必要であ
るため勧めたい 12名（11.1%）であり、4割弱は施
設管理の観点から積極的に受講させたいと答えた。

2． 看護職の回答結果
1）看護職の背景
看護職の結果を表 2に示す。有効回答数は 591 

（有効回収率 22.5%）であった。がん連携診療拠点
病院の者は 242名（40.9%）、学歴は専門学校卒が
457名（77.3%）で、放射線関連部署での勤務経験
がある看護職（以下、放射線部署勤務経験あり）の
者は 343名（58%）、居住地域が原発立地県である
者は 238名（40.2%）、緊急被ばく医療研修受講経
験者は 139名（23.5%）、放射線および放射線業務
に関連する勉強会に参加したことがある者は 336名
（56.9%）であった。
2）看護職の知識の情報源と経験
放射線の知識の情報源は表 2に示す。医師や技師

などの専門職からの情報と答えたのが 362名（61.3%）
で、次いで院内での勉強会 340名（57.5%）、先輩
からの指導 241名（40.8%）、テレビ・ラジオ 157名

（26.6%）であった。
これまでに経験したことがある放射線業務につい
ては、「放射線検査への送迎」 492名（83.2%）、「放
射線照射室に患者とともに入室」 481名（81.4%）と
8割が経験し、次いで「X線撮影の際の患者の体位
の保持」 443名（75.0%）、「X線撮影の際の患者の看
護」 439名（74.3%）、「放射線外部照射の治療を受け
た患者の看護」 375名（63.5%）、「核医学検査後の患
者の看護」 237名（40.1%）、「密封小線源治療を行う
患者の看護」 91名（15.4%）であった。一方、不安
のある放射線業務については、「X線撮影の際の患
者の体位の保持」 305名（51.6%）が最も多い割合
で答え、次いで「X線撮影の際の患者の看護」 179
名（30.3%）、「核医学検査後の患者の看護」 131名
（22.2%）、「放射線照射室に患者とともに入室」 108
名（18.3%）であった。
3）看護職が行う相談と放射線に関する学習ニーズ
放射線に関する相談については表 3に示す。相談
を受けたことがある看護職は 176名（29.8%）で、そ
のうち 160名は放射線部署勤務経験ありの看護職で
あった。相談を受けたと答えた者のうち、実際にど
のように対処するかについては、自分で答える、医

図 1．看護管理者の看護スタッフに求めること（n＝108）
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表 3．放射線に関する相談と進学ニーズ
 （n＝591）

項目 人数 （%）

患者からの放射線被ばくに関する相談を受けたことがある 176 29.8
　放射線関連の部署の経験がある看護師 160 46.6
　放射線関連の部署の経験がない看護師  16  9.0

相談を受けたときどうするか（n＝176, 複数回答）
　自分で答える  89 50.6
　医師や技師に尋ねて答える  84 47.7
　医師や技師に尋ねるように促す  49 27.8
　その他  15  8.5

放射線看護の専門看護師コースがあるならば
　ぜひ取得したい  72 12.2
　修了後の役割や立場が明確であれば取得したい 191 32.3
　遠隔地で受講できるならば検討する 158 26.7
　放射線診療や放射線看護に特化しているならば取得したい 187 31.6
　給料や職位に反映されるならば取得したい  82 13.9
　興味がない 146 24.7

表 2．看護職の背景
 （n＝591）

項目 人数 %

施設 がん連携診療拠点病院 242 40.9
がん連携診療拠点病院ではない 348 58.9
緊急被ばく医療機関 1 0.2

居住地域 北海道 62 10.5
東北 98 16.6
関東 98 16.6
中部 158 26.7
近畿 82 13.9
四国・中国 56 9.5
九州 34 5.8
不明 3 0.5

学歴 高等学校 13 2.2
専門学校 457 77.3
短期大学 59 10.0
大学 51 8.6
大学院 9 1.5
不明 2 0.3

放射線関連業務 経験あり 343 58.0
経験なし 248 42.0

放射線の知識の情報源（複数回答） 医師や技師などの専門職 362 61.3
勉強会 340 57.5
先輩からの指導 241 40.8
テレビ・ラジオ 157 26.6
パンフレット 98 16.6
インターネット 96 16.2
新聞 92 15.6
雑誌 69 11.7
独自の防護基準 33 5.6
特にない 21 3.6
友人・知人 11 1.9

放射線に関する学習 放射線領域の勉強会・研修への参加あり 340 57.5
緊急被ばく医療に関する研修への参加あり 139 23.5
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師や技師に尋ねて答えると主体的に対処していた者
は半数近くを占めた。また、放射線に関連する看護
ケアを行う領域の放射線看護の専門看護師コースの
受講について尋ねた。ぜひ受講したい 72名（12.2%）、
修了後の役割や立場が明確であれば受講したい 191
名（32.3%）、遠隔地で受講できるならば検討する
158名（26.7%）、放射線診療か放射線看護に特化し
ているなら受講したい 187名（31.6%）、給料や職位
に反映されるならば受講したい 82名（13.9%）、興
味がない 146名（24.7%）で、3割近くの看護職が
前向きな意見を表明した。
4）  放射線部署勤務経験の有無と情報源および不安
のある業務の比較
放射線部署での勤務経験の有無による情報源、学
習経験などの結果を比較したのが表 4である。勤務
経験ありの看護職は、勤務経験のない看護職よりも、
勉強会（p＜0.001）、パンフレット（p＜0.001）、先
輩からの指導（p＜0.05）、医師や技師などの専門職
（p＜0.001）から放射線に関する情報を得ている割
合が有意に高かった。勤務経験なしの看護職は、あ
る看護職よりも、テレビやラジオ、新聞から情報を
得ている者の割合が有意に高かった。放射線領域の

勉強会や研修会への参加や緊急被ばく医療に関する
研修会への参加については、勤務経験あり看護職の
ほうが勤務経験なしの看護職よりも有意に多く参加
していた（p＜0.001）。また不安のある放射線業務
については、勤務経験なしの看護職のほうが、勤務
経験ありの看護職よりも、「放射線検査への送迎」
（p＜0.05）や「放射線検査室へ患者とともに入室」
（p＜0.01）と回答した割合が有意に高かった。逆に、
「核医学検査後の患者の看護」では、勤務経験あり
看護職のほうが不安であると回答した割合が高かっ
た（p＜0.001）。

Ⅴ．考察
本研究は、福島原発事故後の看護管理者の看護職
に求める放射線看護領域の人材像、さらに看護職の
放射線業務に関する現状と放射線領域の専門分野の
学習ニーズについて明らかにすることを目的とし調
査を行った。

1． 看護管理者の看護職に求める放射線看護領域の
人材像
看護管理者を対象とした結果では、看護職に対

表 4．放射線業務経験の有無による情報源・学習・不安業務の比較
 （n＝591, 複数回答）

項　目

放射線関連の部署 
経験あり 
（n＝343）

放射線関連の部署 
経験なし 
（n＝248） χ2検定

人数 （%） 人数 （%）

放射線の知識の情報源 勉強会 248 72.1 103 41.7 56.5***
パンフレット 67 19.5 31 12.6 51.5***
独自の防護基準 21 6.1 12 4.9 0.5
先輩からの指導 152 44.3 89 35.9 4.2*
医師や技師などの専門職 249 72.6 113 45.6 44.3***
テレビ・ラジオ 58 16.9 99 39.9 39.1***
新聞 39 11.4 53 21.4 11.0**
雑誌 45 13.1 24 9.7 1.7
インターネット 56 16.3 40 16.1 0.04
友人・知人 2 0.6 9 3.2 7.3*
特にない 8 2.3 13 5.2 3.6

放射線に関する学習 放射線領域の勉強会・研修への参加あり 256 74.6 84 33.9 98.2***
緊急被ばく医療に関する研修への参加あり 102 29.7 37 14.9 17.1**

不安のある放射線業務 放射線検査への送迎 8 2.3 16 6.5 6.2*
放射線照射室に患者とともに入室 47 13.7 61 24.6 11.4**
放射線外部照射の治療を受けた患者の看護 15 4.4 14 5.6 0.5
X線撮影の際の患者の体位の保持 169 49.2 136 54.8 1.8
X線撮影の際の患者の看護 102 29.7 77 31.0 0.1
核医学検査後の患者の看護 100 29.2 31 12.5 23.1***
密封小線源治療を行う患者の看護 62 18.0 30 12.1 3.9

統計分析　χ2検定 
有意水準　*** p＜0.001, **p＜0.01, *p＜0.05
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し、放射線を用いる検査の理解、核医学検査を受け
た患者の看護や管理の理解、放射線治療についての
理解、放射線治療を受ける患者の看護や有害事象の
理解を 9割以上の管理者が望んでいた。放射線診療
の臨床現場は質的にも量的にも劇的に向上・発展し
ており、多種多様な対象に看護ケアを提供する放射
線診療の場面において、看護の質向上を期待してい
る結果と言える。
また、9割以上が放射線の基礎的知識について系
統的教育が非常に必要であると答える一方、放射線
に関する研修を継続教育プログラムに含めるなどし
て毎年研修を行っている施設は 2割弱と非常に少な
い状況が明らかとなった。放射線に関する教育は
非常に重要であると認識されているが、先行研究同
様 8）に現場での教育体制は十分とは言えない現状
であるため、他施設、他機関での研修に期待すると
ともに、看護基礎教育のカリキュラムに放射線に関
する内容を多く含め、卒業前に身に付けることを期
待している可能性も考えられた。しかしながら、保
健師助産師看護師学校養成所指定規則で定められて
いる看護師 3年課程の 97単位の取得のうち、放射
線の基礎知識および看護に関する教育内容は項目立
てされておらず、成人看護学や専門基礎分野におい
て分散されて教育されている。看護師等養成所の運
営に関する手引きについてでは安全管理の技術とし
て「放射線暴露の防止のための行動がとれる」とい
う目標設定になっている 9）が、放射線防護のみが
放射線領域での看護ケアに必要な技術ではないた
め、臨床で必要とされるレベルからすれば不十分な
到達目標と言える。しかし、わが国における基礎看
護教育は、カリキュラムが過密であり、放射線に関
する教育内容が教養科目から専門科目まで散在して
いること、開講時間が非常に少ないこと 10～13）など
の問題があり、現段階では基礎教育で現場の求める
レベルの知識を修得するのは困難と言える。
一方、看護職への教育の現状は、特定の業務に就
く者のみの研修や配属部署に一任するなど、施設に
よって異なっていた。看護職を対象にした調査で
も、放射線の知識に関して情報源が、医師や技師な
どの専門職からの者が 6割、勉強会などによって得
ている者が 6割近く、先輩からの指導が 4割と、先
行研究 14, 15）と同様に系統的な教育が少なく、その
代わり周囲の情報源や独自の勉強会で補完している
ことが明らかとなった。臨床現場での勉強会や研修

会などの学習機会は、放射線関連の部署の経験があ
る看護職は経験のない看護職よりも多く、経験のな
い看護職はテレビ、ラジオ、新聞などから放射線に
関する情報を得ている者が多かった。放射線関連の
部署での実務経験がある看護職は、誰が専門家であ
るかを知り、先輩看護師や医師、診療放射線技師な
どからの人的情報源や勉強会やパンフレットなど身
近に情報源が存在するが、経験のない看護職はツー
ルがないためメディアからの情報源に頼るしかない
結果と言える。しかし、最終的には周囲の情報源が
正しいかどうかはそれぞれの看護職が判断すべきで
あり、まわりの職種や先輩からの指導というやや不
確定要素の多い情報源によって対処している現状
は、適切な対応かどうかの判断を自分自身で行えて
いないことを示唆している。専門職は根拠に基づい
た知識や技術を基に判断が求められる存在であり、
基盤がしっかりとしてくることで個々の不安な業務
も少なくなるものと考えられる。教育の取り掛かり
として、人体影響への理解を促進すること 6）が不
安を解決する糸口であると言えよう。

2． 看護職の放射線業務に関する現状と学習ニーズ
業務の現状として、放射線関連業務については、
放射線検査への送迎、放射線照射室への入室は 8割
以上の看護職が携わっており、X線撮影時の患者の
体位の工夫、X線撮影の際の看護については 7割が
実施経験はあったものの、体位の工夫については
5割、撮影時の看護については 3割が不安を表明し
ていた。放射線業務に従事する機会が多いが、基礎
看護教育での学習経験の不足や卒後教育での経年的
教育も実施施設は 2割程度であることから、これ
までも知識不足と不安の関係が指摘されているよう
に 15～17）、適切な対処方法についての知識や経験基
盤がないことが要因と推察される。放射線の基本的
な知識だけでなく、適切な放射線防護の基本的な知
識があれば、日々の業務で工夫して被ばく線量を低
減することができるため 18）、やはり臨床現場での
学習機会は非常に重要である。放射線関連の部署で
勤務経験がある者は放射線検査への送迎や検査室の
入室などの不安は、経験がない看護職よりも少な
かったが、核医学検査後の患者のケアについて不安
であると述べる者が経験がない者よりも多かった。
放射線関連の部署に勤務した経験がある者は、核医
学検査前後で留意すべき点があると認識している
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結果であり、核医学検査についてしっかり学ぶこと
で解消されると考えられる。過度な不安は患者への
ケアにマイナスの影響をもたらすことは多くの研
究 17～19）でも述べられているように、患者への不利
益につながるゆえ、問題である。しかしながら、核
医学検査はどのような部署の看護職も携わる可能性
があるわけであり、放射線防護や汚染拡大について
の認識がないことで不安とさえ感じていないとすれ
ば問題であり、やはり基礎的な知識を提供し、正し
く怖がることが多くの患者の利益につなげていける
だろう。
また、平成 21年より教育が開始されたがん放射
線療法看護認定看護師 20）は放射線治療を受けるが
ん患者への熟練した看護実践、看護スタッフへの指
導・相談、他職種との協働を行い活躍している。活
動実態の調査 21）から、関係部署での事例検討会の
開催や施設内における放射線防護対策の推進、被ば
く医療への備えは実践されていないものの、放射線
治療を受ける患者への熟練した看護実践が展開され
ていた。高度実践看護者が増加しつつあるなか、放
射線部署勤務経験者は、本調査では放射線看護専門
看護師コースがあれば、受講を希望する者は約 30%
近くあり、特に e-learningや遠隔授業の体制が整う
ことや役割や立場が明確であれば受講を検討すると
していた。このようなことから、潜在的に放射線看
護領域における専門看護師に対するニーズはあるこ
とから、教育環境が整備されると同時に放射線領域
の看護の役割やニーズなどが報告され周知されてい
くことで教育ニーズが高まることと推測される。し
かしながら管理者側では、受講に前向きであったの
が 60%以上であったものの、臨床実践者のほうは
立場、役割、受講条件など環境要因に関する項目が
挙がり、臨床の看護職と管理部門で認識する学習環
境につながる要因のギャップがうかがえる。看護管
理者としては、放射線看護領域の専門職者が育成さ
れることを望んでおり、病院管理上、ケアの質向上
を行っていくうえでも欠かせない人材であると考え
られるが、キャリアアップに対する各施設でのサ
ポート体制は様々であり、現場の看護職者が難なく
レベルアップし、高度実践できる看護職が実質的に
増えていくには、教育コースの整備だけでなく、
個々の環境を整えるということを並行して行う必要
があると言える。

Ⅵ．おわりに
本研究で尋ねた放射線の知識や看護実践、そして
不安などの質問は看護実践の中の一部分である。知
識量や経験と不安との因果関係は明確とは言えない
が、臨床現場での声を概観すると看護基礎教育にお
いて「放射線」を扱う科目の意義は十分大きい。東
日本大震災による放射線被ばくの問題が今なお続い
ており、リスクコミュニケーションに代表されるよ
うに看護職に求められる役割は多様化してきている
ことから、教育の充実を期待する。

Ⅶ．結語
本研究では、看護職の福島原発事故後の放射線業
務に関する現状と看護管理者の求める放射線看護領
域の人材像について明らかにすることを目的として
調査を行った結果、以下の知見が得られた。
1.   看護管理者を対象にした結果では、看護職に対
して放射線に関する専門性を向上することを望
む者は 9割以上を占めたが、放射線に関して経
年別研修のプログラムに含めていたのは 19施
設だった。

2.   看護職を対象にした結果では、知識の情報源は
「医師、診療放射線技師」と答えた者の割合が
6割で、放射線関連部署に勤務経験がない者は
「テレビ・ラジオ」などから情報を得ている割
合が高かった。

3.   放射線業務は、X線検査への送迎や撮影室への
入室は 8割が経験していたが、放射線関連の部
署に勤務した経験がある者のほうがそうでない
者より有意に核医学検査のケアについて不安で
あると答えた。
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